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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】

提出会社の経営指標等

 
 

回次
第42期

第２四半期累計期間
第43期

第２四半期累計期間
第42期

会計期間
自 平成25年１月１日
至 平成25年６月30日

自 平成26年１月１日
至 平成26年６月30日

自 平成25年１月１日
至 平成25年12月31日

売上高 (千円) 15,774,231 16,138,911 31,764,621

経常利益 (千円) 324,345 387,953 565,597

四半期(当期)純利益 (千円) 184,593 242,812 312,273

持分法を適用した
場合の投資利益

(千円) ― ― ―

資本金 (千円) 2,297,430 2,297,430 2,297,430

発行済株式総数
(内、普通株式)
(内、Ａ種優先株式)

(千株)
9,990
(8,680)
(1,310)

9,760
(8,680)
(1,080)

9,890
(8,680)
(1,210)

純資産額 (千円) 6,813,019 6,952,536 6,895,149

総資産額 (千円) 89,170,375 96,175,688 97,025,879

１株当たり四半期
(当期)純利益金額

(円) 24.99 32.83 37.36

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益金額

(円) 9.98 17.67 17.20

１株当たり配当額 (円)

普通株式
―

Ａ種優先株式
―

普通株式
―

Ａ種優先株式
―

普通株式
5.50

Ａ種優先株式
30.00

自己資本比率 (％) 7.6 7.2 7.1

営業活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △366,608 △2,641,622 △4,526,183

投資活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △192,221 △207,501 △66,007

財務活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △2,175,783 △973,194 5,263,704

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(千円) 7,218,378 6,802,185 10,624,503
 

 

回次
第42期

第２四半期会計期間
第43期

第２四半期会計期間

会計期間
自 平成25年４月１日
至 平成25年６月30日

自 平成26年４月１日
至 平成26年６月30日

１株当たり四半期純利益金額 (円) 12.21 20.98
 

(注) １  売上高には、消費税等は含まれておりません。

２　持分法を適用した場合の投資利益については、持分法を適用すべき重要な関連会社が存在しないため記載し

ておりません。

３　当社は四半期連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移につい

ては記載しておりません。
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２ 【事業の内容】

当第２四半期累計期間において、当社グループ(当社及び当社の関係会社)において営まれている事業の内容に重要

な変更はありません。

 また、重要な関係会社の異動もありません。
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【事業等のリスク】

当第２四半期累計期間における、本四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、投資

者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等のリス

ク」について重要な変更はありません。

 

２ 【経営上の重要な契約等】

資本業務提携

当社は、 平成26年５月８日開催の取締役会において、芙蓉総合リース株式会社（以下「芙蓉総合リース」）を相

手方として資本業務提携を行うこと、並びにこれに伴う第三者割当による自己株式70,000株の処分について決議い

たしました。

 
（資本提携の内容）

当社との業務提携に伴い、芙蓉総合リースは下記①②により当社の株式を取得いたしました。これにより、芙蓉

総合リースの保有株式総数は発行済株式総数に対する割合の8.51％にあたる831,000株（総株主の議決権に対する

割合は10.01％）となり、芙蓉総合リースは当社の主要株主となりました。

①平成26年５月９日付で、当社の既存株主から491,000株を取得

②平成26年５月26日付で、当社が芙蓉総合リースに対して行う第三者割当による自己株式の処分により70,000株

を取得

 
（業務提携の内容）

当社の専門性と芙蓉総合リースの金融ノウハウとの融合によって、顧客サービスの向上に繋がる各種商品の開発

を実施していきます。

今後、両社の強みや営業拠点網の相互活用を進め、双方の経営基盤強化に資するあらゆる取組について協議・推

進していく予定です。

 
３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期会計期間の末日現在において当社が判断したものであります。

 

(1)業績の状況

①経営成績に関する分析

当第２四半期累計期間におけるわが国経済は、政府の経済政策や日本銀行による金融緩和政策の効果により企業

収益や設備投資に改善傾向が見られ、景気は緩やかな回復基調にありますが、消費税増税による影響や新興国経済

の停滞など、依然として先行き不安が残る状況となっております。

このような状況の中、当社は、営業部門におきましては、環境事業営業部の新設、札幌圏車両・建機営業部の北

海道営業部への統合、営業支援グループの改編等、組織体制を一部変更し、積極的に営業活動を展開してまいりま

した。その結果、当第２四半期累計期間における新規受注高は18,043百万円（前年同四半期比16.0%増）となりまし

た。

損益面では、当第２四半期累計期間の売上高は16,139百万円（同2.3％増）、営業利益は381百万円（同25.5％

増)、経常利益は388百万円（同19.6％増）、四半期純利益は243百万円（同31.5％増）となりました。

 

②セグメントの業績

当第２四半期累計期間におけるセグメントの業績は次のとおりであります。なお、各セグメントにおける売上高

については「外部顧客に対する売上高」の金額、セグメント利益については報告セグメントの金額を記載しており

ます。

 

EDINET提出書類

中道リース株式会社(E04801)

四半期報告書

 4/27



 

［リース・割賦・営業貸付］

リース・割賦・営業貸付の新規受注高は16,754百万円（前年同四半期比16.8％増）、営業資産残高は67,671百万

円（前期末比3.9％増）となりました。また、売上高は14,645百万円（前年同四半期比2.8％増）、セグメント利益

は209百万円（同37.2％増）となりました。

 

［不動産賃貸］

不動産賃貸の新規受注高は1,255百万円（前年同四半期比27.5％増）、営業資産残高は13,175百万円（前期末比

1.3％減）となりました。また、売上高は1,432百万円（前年同四半期比0.0％減）、セグメント利益は402百万円

（同7.6％増）となりました。

 

［その他］

その他の新規受注高は35百万円（前年同四半期比84.3％減）、営業資産残高は760百万円（前期末比33.2％減）と

なりました。また、売上高は62百万円（前年同四半期比33.2％減）、セグメント利益は13百万円（同31.3％増）と

なりました。

 

③財政状態に関する分析

当第２四半期会計期間末の総資産は、前期末比850百万円減少し96,176百万円となりました。これは主に現金及び

預金の減少によるものです。

負債合計は、前期末比908百万円減少し89,223百万円となりました。これは主に短期借入金の減少によるもので

す。

純資産合計は、前期末比57百万円増加し6,953百万円となりました。これは主に利益剰余金の増加によるもので

す。

 

(2) キャッシュ・フローの状況

当第２四半期会計期間末における現金及び現金同等物の残高は、前期末比3,822百万円減少し、6,802百万円となり

ました。当第２四半期累計期間における各区分ごとのキャッシュ・フローの状況は以下のとおりであります。

①営業活動によるキャッシュ・フロー

税引前四半期純利益が417百万円となり、賃貸資産減価償却費382百万円、リース債務の増加額229百万円等の増加

に対し、リース債権及びリース投資資産の増加額2,367百万円、仕入債務の減少額541百万円等の減少により2,642百

万円の減少（前年同四半期は367百万円の減少）となりました。

 

②投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の払戻による収入192百万円等の増加に対し、定期預金の預入による支出378百万円等の減少により208百

万円の減少（前年同四半期は192百万円の減少）となりました。

 

③財務活動によるキャッシュ・フロー

社債の発行による収入1,964百万円、債権流動化による収入1,046百万円等の増加に対し、短期借入金の減少額

1,550百万円、長期借入金の差引減少額961百万円、債権流動化の返済による支出684百万円、社債の償還による支出

595百万円等の減少により973百万円の減少（前年同四半期は2,176百万円の減少）となりました。

 

(3) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第２四半期累計期間において、当社が対処すべき課題について重要な変更及び新たに生じた課題はありません。

 

(4) 研究開発活動

該当事項はありません。
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第３ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 27,000,000

Ａ種優先株式 3,000,000

計 30,000,000
 

(注)　「普通株式または優先株式につき消却があった場合でも、これに相当する株式数は減じない。」旨を定款に定

めております。

 

② 【発行済株式】

 

種類
第２四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成26年６月30日)

提出日現在
発行数(株)

(平成26年８月12日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 8,679,800 8,679,800 札幌証券取引所
(注１)
単元株式数　1,000株

Ａ種優先株式
(行使価額修正条
項付新株予約権付
社債券等)

1,080,000 1,080,000 ―
(注２，３，４，５，６)
単元株式数　1,000株

計 9,759,800 9,759,800 ― ―
 

(注) １　権利内容に何ら限定のない当会社における標準となる株式であります。

２　Ａ種優先株式の行使価額修正条項付新株予約権付社債券等としての特質は次のとおりであります。

(１) 普通株式の株価の下落により、Ａ種優先株式の取得価額が下方に修正された場合に、同優先株式の取得請

求権の行使により交付される普通株式の数が修正前と比べて増加する定めがあります。

(２) 取得価額の修正の基準及び頻度

① 修正の基準

転換請求期間の初日に先立つ45取引日目に始まる30取引日の札幌証券取引所における当会社の普通株式の

普通取引の毎日の終値(気配値表示を含む。)の平均値(終値のない日数を除く。)

② 修正の頻度

１年に２回(平成26年１月21日から平成28年１月20日までのうち、毎年２月１日及び８月１日)

(３) 取得価額の下限及び取得請求権の行使により交付されることとなる普通株式の株式数の上限

① 取得価額の下限

131円42銭

② 取得請求権の行使により交付されることとなる普通株式の株式数の上限

8,217,927株（平成26年７月31日現在におけるＡ種優先株式の発行済株式総数に基づき算定）

(４) 当社の決定によるＡ種優先株式の全部又は一部の取得を可能とする旨の条項の有無

当社は、平成21年１月21日から平成28年１月20日までのうち、毎年６月１日から６月30日の期間内または12

月１日から12月31日の期間内において、法令の範囲内で、Ａ種優先株式の全部または一部を金銭を対価とし

て取得することができます。

EDINET提出書類

中道リース株式会社(E04801)

四半期報告書

 6/27



 

３　Ａ種優先株式の内容は、次のとおりであります。

(１) 優先配当金

①　当会社は、剰余金の配当を行うときは、Ａ種優先株式を有する株主(以下「Ａ種優先株主」という。)また

はＡ種優先株式の登録株式質権者(以下「Ａ種優先登録質権者」という。)に対し、普通株式を有する株主

(以下「普通株主」という。)または普通株式の登録株式質権者(以下「普通登録質権者」という。)に先立

ち、Ａ種優先株式１株につき30円を当該事業年度における上限として、発行に際して取締役会で定める額

の剰余金(以下「Ａ種優先配当金」という。)を配当する。

②　ある事業年度においてＡ種優先株主またはＡ種優先登録質権者に対して支払う剰余金の配当の額がＡ種優

先配当金の額に達しないときは、その不足額は翌事業年度以降に累積しない。

③　ある事業年度においてＡ種優先株主またはＡ種優先登録質権者に対しては、Ａ種優先配当金を超えて剰余

金の配当は行わない。

(２) 残余財産の分配

当会社の残余財産を分配するときは、普通株主または普通登録質権者に先立ち、Ａ種優先株主またはＡ種優

先登録質権者に対し、Ａ種優先株式１株につき1,000円を支払う。

前記のほか、Ａ種優先株主またはＡ種優先登録質権者に対しては残余財産の分配は行なわない。

(３) 金銭を対価とする取得請求権(償還請求権)

Ａ種優先株主は、平成21年１月21日から平成28年１月20日までのうち、毎年５月１日から５月31日(当該日

が営業日でない場合には翌営業日)までの期間(以下「期末償還請求期間」という。)または11月１日から11

月30日(当該日が営業日でない場合には翌営業日)までの期間(以下「中間償還請求期間」といい、期末償還

請求期間と中間償還請求期間を「償還請求期間」と総称する。)において、法令の範囲内で、Ａ種優先株式

の全部または一部につき、金銭を対価とする取得請求(以下「償還請求」という。)をすることができる。当

会社は、それぞれ、期末償還請求期間または中間償還請求期間満了の日から１ヶ月以内に、法令の定めに従

い、株式の取得および対価である金銭の交付(以下「償還」という。)の手続を行うものとする。但し、各償

還請求期間において法令の定める限度額を超えてその発行しているＡ種優先株式の株主からの償還請求が

あった場合、各Ａ種優先株主が償還請求を行った株式数によるあん分比例の方式により決定し(但し、各Ａ

種優先株主毎にあん分比例の方式による計算の結果生ずることとなる１株未満の端数については、切捨てた

数とする。)、あん分比例の方式により決定できない残余分についてはそれぞれ期末償還請求期間または中

間償還請求期間経過後において実施する抽選その他の方法により決定する。また、取得の対価として当会社

がＡ種優先株主またはＡ種優先登録質権者に交付する金銭の額は、１株につき1,000円とする。

(４) 金銭を対価とする取得条項(強制償還)

当会社は、平成21年１月21日から平成28年１月20日までのうち、毎年６月１日から６月30日(当該日が営業

日でない場合には翌営業日)の期間(以下「期末強制償還期間」という。)内または12月１日から12月31日(当

該日が営業日でない場合には翌営業日)の期間(以下「中間強制償還期間」といい、期末強制償還期間と中間

強制償還期間を「強制償還期間」と総称する。)内において、法令の範囲内で、Ａ種優先株式の全部または

一部を、金銭を対価として取得(以下「強制償還」という。)することができる。なお、一部のＡ種優先株式

についてのみ強制償還をするときは各Ａ種優先株主が有するＡ種優先株式の株式数によるあん分比例の方式

により決定し(但し、各Ａ種優先株主毎にあん分比例の方式による計算の結果生ずることとなる１株未満の

端数については、切捨てた数とする。)、あん分比例の方式により決定できない残余分についてはそれぞれ

期末強制償還期間または中間強制償還期間経過後において実施する抽選その他の方法により決定する。取得

の対価として当会社がＡ種優先株主またはＡ種優先登録質権者に交付する金銭の額は１株につき1,000円と

する。

(５) 議決権

Ａ種優先株主は、当会社株主総会における議決権を有しない。

(６) 株式の併合又は分割、募集割当てを受ける権利等

①　当会社は、法令に別段の定めがある場合を除き、Ａ種優先株式について株式の併合または分割は行わな

い。

②　当会社は、Ａ種優先株主に対し、募集割当てを受ける権利または募集新株予約権の割当てを受ける権利を

与えず、また株式無償割当てまたは新株予約権無償割当ては行わない。

(７) 普通株式を対価とする取得請求権(転換予約権)

Ａ種優先株主は、以下に定める転換(以下において定義される。)を請求し得べき期間中、以下に定める転換

の条件で、当会社に対し、当会社の普通株式を対価として、その有するＡ種優先株式の取得(以下「転換」

という。)を請求することができる(以下、普通株式を対価とする取得請求権を「転換予約権」という。)。

①　転換を請求し得べき期間

平成26年１月21日から平成28年１月20日までのうち、毎年２月１日から４月30日(当該日が営業日でない

場合には翌営業日)まで及び８月１日から10月31日(当該日が営業日でない場合には翌営業日)まで(それぞ

れ、以下「転換請求期間」という。)
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②　転換の条件

Ａ種優先株式は、下記の転換の条件で当会社の普通株式への転換を請求することができる。

イ．当初転換価額

最初の転換請求期間の初日(当該日が営業日でない場合には翌営業日)における時価とする。なお、上記

「時価」とは、当該転換請求期間の初日(当該日が営業日でない場合には翌営業日)に先立つ45取引日目

に始まる30取引日の証券会員制法人札幌証券取引所(以下「札幌証券取引所」という。)における当会社

の普通株式の普通取引の毎日の終値(気配表示を含む。)の平均値(終値のない日数を除く。)とし、その

計算は円位未満小数第３位まで算出し、その小数第３位を切り上げる。

ロ．転換価額の修正

転換価額は、最初の転換請求期間経過後の各転換請求期間において、Ａ種優先株式の全部または一部に

ついて転換請求がなされる場合には、当該転換請求期間の初日(当該日が営業日でない場合には翌営業

日)における時価に修正されるものとし、転換価額は当該転換請求期間の初日(当該日が営業日でない場

合には翌営業日)以降次回の転換請求期間の初日(当該日が営業日でない場合には翌営業日)の前日まで

の間、当該修正後の価額に修正される。但し、算出された価額が当初転換価額の70％相当額(以下「下

限転換価額」という。)を下回るときは、修正後転換価額は下限転換価額とする。また、算出された価

額が当初転換価額の130％相当額(以下「上限転換価額」という。)を上回るときは、修正後の転換価額

は上限転換価額とする。転換価額が転換請求期間の初日(当該日が営業日でない場合には翌営業日)の前

日までに、下記ハ．により調整された場合には、下限転換価額および上限転換価額についても同様の調

整を行うものとする。

上記「時価」とは、当該転換請求期間の初日(当該日が営業日でない場合には翌営業日)に先立つ45取引

日目に始まる30取引日の札幌証券取引所における当会社の普通株式の普通取引の毎日の終値(気配表示

を含む。)の平均値(終値のない日数を除く。)とし、その計算は円位未満小数第３位まで算出し、その

小数第３位を切り上げる。但し、当会社の普通株式が転換請求期間の初日(当該日が営業日でない場合

には翌営業日)に先立って札幌証券取引所において上場廃止された場合には、当会社の普通株式の上場

廃止の日に先立つ45取引日目に始まる30取引日の札幌証券取引所における当会社の普通株式の普通取引

の毎日の終値(気配表示を含む。)の平均値(終値のない日を除く。)とし、その計算は円位未満小数第３

位まで算出し、その小数第３位を切り上げる。

ハ．転換価額の調整

Ａ．Ａ種優先株式の発行後、次のａないしｃのいずれかに該当する場合には、転換価額を次に定める算式

(以下「転換価額調整式」という。)により調整する。
　

    既発行

普通株式数
＋
新規発行普通株式数×１株当たり払込金額

調整後転換価額 ＝ 調整前転換価額×
１株当たり時価

既発行普通株式数＋新規発行普通株式数
 

　
ａ．転換価額調整式に使用する１株当たり時価を下回る払込金額または処分価額をもって、普通株式を

発行または当会社が有する普通株式(以下「自己株式」という。)を処分する場合(但し、株式分

割、転換予約権付株式の転換または新株予約権の行使による場合を除く。)、調整後の転換価額

は、払込期日の翌日以降、または募集のための株主割当日がある場合はその日の翌日以降これを適

用する。なお、自己株式の処分の場合には、転換価額調整式における「新規発行普通株式数」は

「処分自己株式数」、「１株当たり払込金額」は「１株当たり処分価額」とそれぞれ読替える。

ｂ．株式分割により普通株式を発行する場合、調整後の転換価額は、株式分割のための株主割当日があ

る場合はその翌日以降、株式分割のための株主割当日がない場合は、当会社の取締役会において株

式分割の効力発生日と定めた日の翌日以降、これを適用する。

ｃ．転換価額調整式に使用する１株当たり時価を下回る価額をもって普通株式の新株予約権または普通

株式への転換予約権を行使できる有価証券を発行または処分する場合、調整後の転換価額は、当該

新株予約権または転換予約権を行使できる有価証券の発行日もしくは処分の日に、または募集のた

めの株主割当日がある場合はその日の終わりに、発行または処分された新株予約権または有価証券

上の転換予約権が全額行使されたものとみなし、その発行日もしくは処分の日の翌日以降またはそ

の割当日の翌日以降これを適用する。

Ｂ．上記Ａ．ａないしｃに掲げる場合のほか、合併または普通株式の併合等により転換価額の調整を必要

とする場合には、当会社の取締役会が適当と判断する転換価額に調整される。

Ｃ．転換価額調整式に使用する１株当たり時価は、調整後転換価額を適用する日(当該日が営業日でない

場合には翌営業日)に先立つ45取引日目に始まる30取引日の札幌証券取引所における当会社の普通株

式の普通取引の毎日の終値(気配表示を含む。)の平均値(終値のない日数を除く。)とし、その計算は

円位未満小数第３位まで算出し、その小数第３位を切り上げる。
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Ｄ．転換価額調整式に使用する調整前転換価額は、調整後転換価額を適用する日(当該日が営業日でない

場合には翌営業日)の前日において有効な転換価額とする。また、転換価額調整式で使用する既発行

普通株式数は、株主割当日がある場合はその日(但し、株式分割を行うための当会社の取締役会にお

いて株主割当日以外の日を株式分割の効力発生日と定めた場合は、その日)、また、株主割当日がな

い場合は調整後転換価額を適用する日の１ヶ月前の日における当会社の発行済普通株式数(当該新規

発行分は含まれない。)とする。

Ｅ．転換価額調整式の計算については、円位未満小数第３位まで算出し、その小数第３位を切り上げる。

Ｆ．転換価額調整式により算出された調整後転換価額と調整前転換価額との差額が１円未満にとどまると

きは、転換価額の調整は行わない。但し、その後転換価額の調整を必要とする事由が発生し、転換価

額を算出する場合には、転換価額調整式中の調整前転換価額に代えて、調整前転換価額からこの差額

を差引いた額を使用する。

ニ．転換により発行すべき普通株式数

Ａ種優先株式の転換により発行すべき普通株式数は、次のとおりとする。
 

転換により発行

すべき普通株式数
＝
Ａ種優先株主が転換のために

提出したＡ種優先株式の払込金額総額
÷ 転換価額

 

 

発行株式数の算出にあたって１株未満の端数が生じたときは、これを切り捨て、当該端数につき金銭に

よる精算は行わない。

(８) 普通株式を対価とする取得条項(強制転換)

当会社は、平成28年１月20日までに償還(本項において、償還請求に基づく償還および強制償還に基づく償

還を含む。)されずかつ普通株式に転換されなかったＡ種優先株式を、その翌日(以下「Ａ種優先株式強制転

換基準日」という。)以降に開催される取締役会で定める日をもって、Ａ種優先株式１株の払込金相当額を

Ａ種優先株式強制転換基準日(当該日が営業日でない場合には翌営業日)に先立つ45取引日目に始まる30取引

日の札幌証券取引所における当会社の普通株式の普通取引の毎日の終値(気配表示を含む。)の平均値(終値

のない日数を除く。)で除して得られる数の普通株式を対価として、取得する(本項において、「強制転換」

という。)。平均値の計算は、円位未満小数第３位まで算出し、その小数第３位を切り上げる。但し、当該

平均値が下限転換価額を下回るときは、Ａ種優先株式１株の払込金相当額を下限転換価額で除して得られる

数の普通株式を対価として交付する。また、当該平均値が上限転換価額を上回るときは、Ａ種優先株式１株

の払込金相当額を上限転換価額で除して得られる数の普通株式を対価として交付する。なお、転換価額がＡ

種優先株式強制転換基準日(当該日が営業日でない場合には翌営業日)までに前項に定める転換価額の調整に

より調整された場合には、下限転換価額および上限転換価額についても同様の調整を行うものとする。上記

の普通株式数の算出にあたって１株に満たない端数が生じたときは、これを切り捨て、当該端数につき金銭

による精算は行わない。

(９) 種類株主総会の決議

種類株主総会の決議を要しない旨の定款の定めはありません。

４　Ａ種優先株主が株主総会において議決権を有しない理由

資本の増強にあたり、既存の株主への影響を考慮したためであります。

５　権利の行使に関する事項についての所有者との間の取決めの内容

該当事項はありません。

６　当会社の株券の売買に関する事項についての所有者との間の取決めの内容

該当事項はありません。

 

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。
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(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

 

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成26年４月１日～
平成26年６月30日(注)

△130,000 9,759,800 ― 2,297,430 ― 2,137,430
 

(注)　Ａ種優先株式の消却による減少であります。

 

(6) 【大株主の状況】

①　所有株式数別

平成26年６月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％)

関　寛 北海道札幌市豊平区 1,519 15.57

株式会社北洋銀行 北海道札幌市中央区大通西三丁目７ 1,491 15.27

芙蓉総合リース株式会社 東京都千代田区三崎町三丁目３－23 831 8.51

ノースパシフィック株式会社 北海道札幌市中央区南八条西８丁目523 823 8.43

日本トラスティ・サービス
信託銀行株式会社(信託口４)

東京都中央区晴海一丁目８－11 293 3.00

株式会社北海道銀行 北海道札幌市中央区大通西四丁目１ 290 2.97

三井住友海上火災保険株式会社 東京都千代田区神田駿河台三丁目９ 253 2.59

株式会社福島銀行 福島県福島市万世町２－５ 106 1.09

関　崇博 北海道札幌市豊平区 106 1.09

株式会社ほくやく
北海道札幌市中央区北六条西16丁目１－
５

100 1.02

計 ― 5,812 59.54
 

(注)　上記のほか、自己株式が1,224千株(12.54％、第３位)ありますが、上記大株主の状況には含めておりません。

なお、自己株式数には平成26年６月30日現在、資産管理サービス信託銀行株式会社(信託Ｅ口)が所有する当社

株式928千株を含めております。
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②　所有議決権数別

平成26年６月30日現在

氏名又は名称 住所
所有議決権数
(個)

総株主の議決権に対する
所有議決権数の割合(％)

関　寛 北海道札幌市豊平区 1,519 18.30

芙蓉総合リース株式会社 東京都千代田区三崎町三丁目３－23 831 10.01

ノースパシフィック株式会社 北海道札幌市中央区南八条西８丁目523 823 9.92

株式会社北洋銀行 北海道札幌市中央区大通西三丁目７ 410 4.94

日本トラスティ・サービス
信託銀行株式会社(信託口４)

東京都中央区晴海一丁目８－11 293 3.53

株式会社北海道銀行 北海道札幌市中央区大通西四丁目１ 290 3.49

三井住友海上火災保険株式会社 東京都千代田区神田駿河台三丁目９ 253 3.05

株式会社福島銀行 福島県福島市万世町２－５ 106 1.28

関　崇博 北海道札幌市豊平区 106 1.28

株式会社ほくやく
北海道札幌市中央区北六条西16丁目１
－５

100 1.20

計 ― 4,731 57.00
 

(注)　上記のほか、資産管理サービス信託銀行株式会社(信託Ｅ口)が所有する当社株式928,000株に係る議決権数が

928個(11.18％、第２位)ありますが、上記大株主の状況には含めておりません。
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(7) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

平成26年６月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式
Ａ種優先株式

1,080,000
―

「１　株式等の状況」「(1) 株式の
総数等」「②　発行済株式」の「内
容」欄の記載参照

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
普通株式

1,223,000
928 (注１、２)

完全議決権株式(その他)
普通株式

7,371,000
7,371 (注１)

単元未満株式
普通株式

85,800
― (注１、３)

発行済株式総数 9,759,800 ― ―

総株主の議決権 ― 8,299 ―
 

(注) １　権利内容に何ら限定のない当社における標準となる株式であります。

２　当社所有の自己株式が295,000株、資産管理サービス信託銀行株式会社(信託Ｅ口)が所有する当社株式が

928,000株含まれております。

３　当社所有の自己株式が671株、証券保管振替機構名義の株式が200株含まれております。

 

② 【自己株式等】

平成26年６月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式総数
に対する所有
株式数の割合(％)

(自己保有株式)      

中道リース株式会社
北海道札幌市中央区北１条東
３丁目３番地

295,000 928,000 1,223,000 12.53

計 ― 295,000 928,000 1,223,000 12.53
 

(注)　他人名義で所有している理由等

所有理由 名義人の氏名又は名称 名義人の住所

「株式給付信託（Ｊ－ＥＳＯＰ）」制度
の信託財産として拠出

資産管理サービス信託銀行株
式会社（信託Ｅ口）

東京都中央区晴海１丁目８
-12

 

 

２ 【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

 

１．四半期財務諸表の作成方法について

当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令第63

号)に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期会計期間(平成26年４月１日から平成26年

６月30日まで)及び第２四半期累計期間(平成26年１月１日から平成26年６月30日まで)に係る四半期財務諸表につい

て、瑞輝監査法人による四半期レビューを受けております。

 

３．四半期連結財務諸表について

「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令第64号）第５条第２項によ

り、当社では、子会社の資産、売上高、損益、利益剰余金及びキャッシュ・フローその他の項目からみて、当企業集

団の財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する合理的な判断を妨げない程度に重要性が乏しいもの

として、四半期連結財務諸表は作成しておりません。　

  なお、資産基準、売上高基準、利益基準及び利益剰余金基準による割合は次のとおりであります。

  資産基準　　　　0.3％

  売上高基準　　　1.5％

  利益基準　　　　0.1％

  利益剰余金基準　0.0％

※会社間項目の消去後の数値により算出しております。
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１ 【四半期財務諸表】

(1) 【四半期貸借対照表】

           (単位：千円)

          
前事業年度

(平成25年12月31日)
当第２四半期会計期間
(平成26年６月30日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 10,966,503 7,330,185

  受取手形 ※  18,935 24,581

  割賦債権 ※  21,751,737 22,005,791

  リース債権及びリース投資資産 ※  42,769,047 45,058,667

  営業貸付金 1,347,654 1,095,025

  その他の営業貸付債権 1,015,529 1,074,957

  賃貸料等未収入金 1,759,113 1,941,196

  その他の流動資産 555,685 752,642

  貸倒引当金 △156,917 △150,908

  流動資産合計 80,027,286 79,132,138

 固定資産   

  有形固定資産   

   賃貸資産 13,756,132 13,549,972

   社用資産 92,495 91,779

   有形固定資産合計 13,848,627 13,641,752

  無形固定資産 114,811 109,162

  投資その他の資産   

   その他の投資 2,994,020 3,242,974

   貸倒引当金 △67,262 △77,937

   投資その他の資産合計 2,926,758 3,165,037

  固定資産合計 16,890,195 16,915,950

 繰延資産 108,398 127,600

 資産合計 97,025,879 96,175,688

負債の部   

 流動負債   

  支払手形 ※  1,651,737 1,198,842

  買掛金 2,669,066 2,581,113

  短期借入金 4,628,900 3,079,100

  1年内返済予定の長期借入金 21,555,671 21,711,804

  1年内償還予定の社債 1,190,000 1,590,000

  
1年内支払予定の債権流動化に伴う長期支払債
務

247,000 118,000

  未払法人税等 120,079 236,020

  割賦未実現利益 1,124,543 1,189,552

  役員賞与引当金 22,000 -

  賞与引当金 47,117 21,951

  その他の流動負債 995,192 1,080,686

  流動負債合計 34,251,306 32,807,069
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           (単位：千円)

          
前事業年度

(平成25年12月31日)
当第２四半期会計期間
(平成26年６月30日)

 固定負債   

  社債 5,624,000 6,629,000

  長期借入金 40,634,940 39,517,625

  債権流動化に伴う長期支払債務 2,070,554 2,561,839

  退職給付引当金 34,477 31,239

  受取保証金 5,937,436 5,907,354

  資産除去債務 408,066 411,603

  その他の固定負債 1,169,951 1,357,424

  固定負債合計 55,879,424 56,416,083

 負債合計 90,130,730 89,223,152

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 2,297,430 2,297,430

  資本剰余金 2,137,430 2,137,430

  利益剰余金 2,420,812 2,448,189

  自己株式 △219,315 △197,230

  株主資本合計 6,636,357 6,685,819

 評価・換算差額等   

  その他有価証券評価差額金 258,792 266,716

  評価・換算差額等合計 258,792 266,716

 純資産合計 6,895,149 6,952,536

負債純資産合計 97,025,879 96,175,688
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(2) 【四半期損益計算書】

【第２四半期累計期間】

           (単位：千円)

          前第２四半期累計期間
(自 平成25年１月１日
　至 平成25年６月30日)

当第２四半期累計期間
(自 平成26年１月１日
　至 平成26年６月30日)

売上高 15,774,231 16,138,911

売上原価 14,575,041 14,831,350

売上総利益 1,199,190 1,307,561

販売費及び一般管理費 ※  895,361 ※  926,390

営業利益 303,828 381,170

営業外収益   

 受取利息 140 142

 受取配当金 13,762 16,295

 匿名組合投資利益 2,999 -

 償却債権取立益 15,088 1,738

 その他の営業外収益 430 468

 営業外収益合計 32,419 18,644

営業外費用   

 支払利息 9,739 8,913

 その他の営業外費用 2,163 2,948

 営業外費用合計 11,902 11,861

経常利益 324,345 387,953

特別利益   

 投資有価証券売却益 - 29,401

 特別利益合計 - 29,401

特別損失   

 投資有価証券評価損 1,217 -

 特別損失合計 1,217 -

税引前四半期純利益 323,129 417,354

法人税、住民税及び事業税 200,360 227,286

法人税等調整額 △61,825 △52,744

法人税等合計 138,535 174,542

四半期純利益 184,593 242,812
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(3) 【四半期キャッシュ・フロー計算書】

           (単位：千円)

          前第２四半期累計期間
(自 平成25年１月１日
　至 平成25年６月30日)

当第２四半期累計期間
(自 平成26年１月１日
　至 平成26年６月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

 税引前四半期純利益 323,129 417,354

 賃貸資産減価償却費 405,291 381,964

 社用資産減価償却費 29,464 22,229

 賃貸資産処分損益（△は益） △6,351 △6,802

 貸倒引当金の増減額（△は減少） △68,390 4,666

 退職給付引当金の増減額（△は減少） 5,745 △3,239

 賞与引当金の増減額（△は減少） △44,268 △47,165

 有価証券及び投資有価証券売却損益（△は益） - △29,401

 投資有価証券評価損益（△は益） 1,217 -

 匿名組合投資損益（△は益） △2,999 -

 受取利息及び受取配当金 △13,902 △16,437

 資金原価及び支払利息 739,592 768,039

 リース債務の増減額（△は減少） 113,073 229,232

 割賦債権の増減額（△は増加） △103,788 △189,045

 
リース債権及びリース投資資産の増減額（△は
増加）

△1,273,669 △2,367,104

 営業貸付金の増減額（△は増加） 56,723 193,201

 前払費用の増減額（△は増加） △44,246 △219,676

 未収入金の増減額（△は増加） △20,922 △182,083

 賃貸資産の取得による支出 △9,223 △136,878

 賃貸資産の売却による収入 34,112 46,266

 差入保証金の増減額（△は増加） 68,521 △54,968

 固定化営業債権の増減額（△は増加） 54,685 △43,659

 預り敷金及び保証金の増減額（△は減少） △193,880 △30,083

 仕入債務の増減額（△は減少） 752,924 △540,848

 前受金の増減額（△は減少） 8,119 4,815

 その他 △86,648 △744

 小計 724,310 △1,800,366

 利息及び配当金の受取額 14,470 16,876

 利息の支払額 △785,150 △757,014

 法人税等の支払額 △320,237 △101,118

 営業活動によるキャッシュ・フロー △366,608 △2,641,622

投資活動によるキャッシュ・フロー   

 投資有価証券の取得による支出 - △62,871

 投資有価証券の売却による収入 - 58,802

 出資金の分配による収入 2,457 -

 無形固定資産の取得による支出 △22,320 △16,540

 社用資産の取得による支出 △783 △232

 定期預金の預入による支出 △366,000 △378,000

 定期預金の払戻による収入 192,000 192,000

 貸付けによる支出 - △5,864

 貸付金の回収による収入 - 5,098

 その他 2,426 105

 投資活動によるキャッシュ・フロー △192,221 △207,501
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           (単位：千円)

          前第２四半期累計期間
(自 平成25年１月１日
　至 平成25年６月30日)

当第２四半期累計期間
(自 平成26年１月１日
　至 平成26年６月30日)

財務活動によるキャッシュ・フロー   

 短期借入金の純増減額（△は減少） △3,452,400 △1,549,800

 長期借入れによる収入 8,296,319 10,835,102

 長期借入金の返済による支出 △11,647,783 △11,796,284

 債権流動化による収入 2,733,000 1,045,976

 債権流動化の返済による支出 △425,964 △683,691

 社債の発行による収入 2,752,982 1,963,852

 社債の償還による支出 △263,000 △595,000

 自己株式の処分による収入 - 13,790

 自己株式の取得による支出 △90,157 △130,209

 配当金の支払額 △78,936 △76,929

 その他 155 -

 財務活動によるキャッシュ・フロー △2,175,783 △973,194

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △2,734,612 △3,822,317

現金及び現金同等物の期首残高 9,952,989 10,624,503

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※  7,218,378 ※  6,802,185
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【注記事項】

(継続企業の前提に関する事項)

該当事項はありません。

 

(四半期貸借対照表関係)

※　四半期会計期間末日満期手形の会計処理については、手形交換日をもって決済処理しております。

なお、前事業年度末日が金融機関の休日であったため、次の事業年度末日満期手形が、事業年度末残高に含まれ

おります。

(1)受取手形

　
前事業年度

（平成25年12月31日）
当第２四半期会計期間
（平成26年６月30日）

(貸借対照表上の科目)

受取手形

割賦債権

リース投資資産

 
517千円

132,247千円

48,820千円

 
―

―

―

受取手形計 181,583千円 ―
 

 

(2)支払手形

　
前事業年度

（平成25年12月31日）
当第２四半期会計期間
（平成26年６月30日）

(貸借対照表上の科目)

支払手形

 
186,638千円

 
―
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(四半期損益計算書関係)

※　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は、次のとおりであります。

　

前第２四半期累計期間
(自　平成25年１月１日
 至　平成25年６月30日)

当第２四半期累計期間
(自　平成26年１月１日
 至　平成26年６月30日)

貸倒引当金繰入額 △3,675千円 44,211千円

役員報酬 27,852千円 28,945千円

従業員給料及び賞与 395,620千円 389,445千円

賞与引当金繰入額 22,268千円 18,689千円

福利厚生費 75,729千円 73,574千円

退職給付費用 25,890千円 17,056千円

租税公課 18,531千円 21,457千円

事務費 15,081千円 12,828千円

賃借料 82,312千円 81,823千円

減価償却費 29,464千円 22,229千円
 

 

(四半期キャッシュ・フロー計算書関係)

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は、次のとおりで

あります。

　

前第２四半期累計期間
(自　平成25年１月１日
 至　平成25年６月30日)

当第２四半期累計期間
(自　平成26年１月１日
 至　平成26年６月30日)

現金及び預金

預入期間が３か月超の定期預金

7,727,378千円

△509,000千円

7,330,185千円

△528,000千円

現金及び現金同等物 7,218,378千円 6,802,185千円
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(株主資本等関係)

前第２四半期累計期間(自 平成25年１月１日 至 平成25年６月30日)

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成25年３月26日
定時株主総会

普通株式 36,936 5.00 平成24年12月31日 平成25年３月27日 利益剰余金

平成25年３月26日
定時株主総会

Ａ種
優先株式

42,000 30.00 平成24年12月31日 平成25年３月27日 利益剰余金
 

 

２．基準日が当第２四半期累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期会計期間の末日後となる

もの

該当事項はありません。

 

３．株主資本の著しい変動

株主資本の金額は、前事業年度末日と比較して著しい変動がありません。

 

当第２四半期累計期間(自 平成26年１月１日 至 平成26年６月30日)

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成26年３月25日
定時株主総会

普通株式 40,629 5.50 平成25年12月31日 平成26年３月26日 利益剰余金

平成26年３月25日
定時株主総会

Ａ種
優先株式

36,300 30.00 平成25年12月31日 平成26年３月26日 利益剰余金
 

 

２．基準日が当第２四半期累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期会計期間の末日後となる

もの

該当事項はありません。

 

３．株主資本の著しい変動

株主資本の金額は、前事業年度末日と比較して著しい変動がありません。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

Ⅰ 前第２四半期累計期間(自 平成25年１月１日 至 平成25年６月30日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

    (単位：千円)

 

報告セグメント
その他
(注)

合計
リース・割賦・
営業貸付

不動産賃貸 計

売上高      

  外部顧客への売上高 14,249,052 1,432,732 15,681,784 92,447 15,774,231

  セグメント間の内部売上高
  又は振替高

― ― ― ― ―

計 14,249,052 1,432,732 15,681,784 92,447 15,774,231

セグメント利益 152,593 373,336 525,929 9,724 535,653
 

(注) 「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、メディカルサポート事業等を含んで

おります。

 

２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期損益計算書計上額との差額及び当該差額の主な内容(差異

調整に関する事項)

 (単位：千円)

利益 金額

報告セグメント計 525,929

「その他」の区分の利益 9,724

セグメント間取引消去 ―

全社費用(注) △231,824

四半期損益計算書の営業利益 303,828
 

(注)  全社費用は、報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

 

 ３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

　該当事項はありません。
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Ⅱ 当第２四半期累計期間(自 平成26年１月１日 至 平成26年６月30日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

    (単位：千円)

 

報告セグメント
その他
(注)

合計
リース・割賦・
営業貸付

不動産賃貸 計

売上高      

  外部顧客への売上高 14,645,127 1,432,056 16,077,182 61,728 16,138,911

  セグメント間の内部売上高
  又は振替高

― ― ― ― ―

計 14,645,127 1,432,056 16,077,182 61,728 16,138,911

セグメント利益 209,364 401,547 610,911 12,769 623,680
 

(注) 「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、メディカルサポート事業等を含んで

おります。

 

２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期損益計算書計上額との差額及び当該差額の主な内容(差異

調整に関する事項)

 (単位：千円)

利益 金額

報告セグメント計 610,911

「その他」の区分の利益 12,769

セグメント間取引消去 ―

全社費用(注) △242,509

四半期損益計算書の営業利益 381,170
 

(注)  全社費用は、報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

 

 ３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

　該当事項はありません。
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(金融商品関係)

金融商品の四半期貸借対照表計上額その他の金額は、前事業年度の末日と比較して著しい変動がありません。

 

(有価証券関係)

有価証券の四半期貸借対照表計上額その他の金額は、前事業年度の末日と比較して著しい変動がありません。

 

(デリバティブ取引関係)

デリバティブ取引の四半期会計期間末の契約額等は、前事業年度の末日と比較して著しい変動がありません。

 

(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎並びに潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基

礎は、以下のとおりであります。

 

項目
前第２四半期累計期間
(自 平成25年１月１日
至 平成25年６月30日)

当第２四半期累計期間
(自 平成26年１月１日
至 平成26年６月30日)

(1) １株当たり四半期純利益金額 24.99円 32.83円

    (算定上の基礎)   

   四半期純利益金額(千円) 184,593 242,812

   普通株主に帰属しない金額(千円) ― ―

   普通株式に係る四半期純利益金額(千円) 184,593 242,812

    普通株式の期中平均株式数(株) 7,386,670 7,396,786

(2) 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 9.98円 17.67円

    (算定上の基礎)   

   四半期純利益調整額(千円) ― ―

    普通株式増加数(株) 11,111,365 6,346,500

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当たり
四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株式で、前
事業年度末から重要な変動があったものの概要

― ―

 

 

(重要な後発事象)

該当事項はありません。
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２ 【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。

 

EDINET提出書類

中道リース株式会社(E04801)

四半期報告書

26/27



独立監査人の四半期レビュー報告書
 

平成26年８月12日

中道リース株式会社

取締役会  御中

瑞輝監査法人
 

 

指定社員

業務執行社員
 公認会計士   大   浦   崇   志   印

 

 

指定社員

業務執行社員
 公認会計士   瀬 戸 口   明   慶   印

 

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている中道リース株式

会社の平成26年１月１日から平成26年12月31日までの第43期事業年度の第２四半期会計期間（平成26年４月１日から平

成26年６月30日まで）及び第２四半期累計期間（平成26年１月１日から平成26年６月30日まで）に係る四半期財務諸

表、すなわち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書、四半期キャッシュ・フロー計算書及び注記について四半期レ

ビューを行った。

 

四半期財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して四半期財務諸表

を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期財務諸表を作成し適

正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期財務諸表に対する結

論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期財務諸表の作成基準に準拠して、中道リース株式会社の平成26年６月30日現在の財政状態並びに同日をもっ

て終了する第２四半期累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項が

すべての重要な点において認められなかった。

 

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以  上

 
 

（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期

報告書提出会社）が別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
 

 

EDINET提出書類

中道リース株式会社(E04801)

四半期報告書

27/27


	表紙
	本文
	第一部企業情報
	第１企業の概況
	１主要な経営指標等の推移
	２事業の内容

	第２事業の状況
	１事業等のリスク
	２経営上の重要な契約等
	３財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析

	第３提出会社の状況
	１株式等の状況
	(1)株式の総数等
	①株式の総数
	②発行済株式

	(2)新株予約権等の状況
	(3)行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等
	(4)ライツプランの内容
	(5)発行済株式総数、資本金等の推移
	(6)大株主の状況
	(7)議決権の状況
	①発行済株式
	②自己株式等


	２役員の状況

	第４経理の状況
	１四半期財務諸表
	(1)四半期貸借対照表
	(2)四半期損益計算書
	第２四半期累計期間

	(3)四半期キャッシュ・フロー計算書
	注記事項
	セグメント情報


	２その他


	第二部提出会社の保証会社等の情報
	監査報告書

